
水道事業会計は、『収益的収支』と『資本的収支』に区分されており、令和元年度の

決算は次のとおりとなりました。

下水道事業特別会計は、令和２年度３月末で打切決算を行いました。

令和元年度 水道事業会計決算のあらまし 令和元年度 下水道事業特別会計決算のあらまし

歳入は６３億８,０４４万円、歳出は５９億１,９５０万円となり、歳入歳出差引額

４億６,０９４万円については、全額を公共下水道事業会計（企業会計）へ引き継ぎ

ました。
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収入
50億359万円

支出
44億6,300万円

水道料金（メーター使用料金含む）
41億3,678万円

他会計補助金、分水収益、売電収益など
3億8,157万円

長期前受金戻入※
4億8,524万円

水道水を作り、送り届
けるために必要な費用
19億7,422万円

借入金の支払利息
4億1,092万円

利益
5億4,059万円

施設の減価償却費など
20億7,786万円

※長期前受金戻入とは、固定資産の取得の際に交付された補助金、工事負担金など（長期前受金）を資産の減価償却

に合わせて各年度に収益として計上するものです。

工事負担金など
4億2,700万円

国などからの長期借入金
5億6,230円
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収入
9億8,930万円

支出
33億8,325万円

不足額※
23億9,395万円

施設を建設したり、古いも
のを新しく整備する費用
18億3,344万円

借入金の
元金返済額
14億7,542万円

メーターや機械などの
購入費用
7,162万円

負担金
4,194万円

使用量及び手数料
12億8,675万円

下
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収入

63億8,044万円

支出

59億1,950万円

※令和２年４月１日から地方公営企業法を全部適用したことに伴い、これまでの下水道事業特別会計から公共下水道事

業会計へ移行しました。

令和元年度に実施した事業概要 令和元年度に実施した事業概要

汚水処理の未普及解消に向けて、公共下水道事業認可区域の北部処理区におい

て約４，６６０ｍの管渠を整備しました。

また、汚水処理人口普及率の向上に努めるため、下水道への接続助成事業など

を行いました。

適切な維持管理を図るため、中央処理区等での汚水処理場・ポンプ場などの老

朽化した施設の改築・更新を進めました。

●下水道管渠整備事業

●下水道施設改築更新事業

「徳島市水道ビジョン2019」に基づき、「安全・強靱・持続」を施策の3本柱とし、

「未来につなぐ水都とくしまの水道」を目指して事業運営に取り組みました。

●水道GLP（水道水質検査優良試
験所規範）を取得。

●鉛製給水管取替工事助成制度
や、配水管修繕工事等により、
858件の鉛製給水管を解消。

●水質事故発生時に迅速な対応を
行うためのマニュアル策定。

●管路の更新・耐震化事業とし
て、西の丸系送水管の一部
（管路延長239ｍ）を更新。

●重要給水施設配水管の耐震化及
び､老朽管更新事業などを実施｡

●管路の耐震化率
管路全体…36.0%
基幹管路…46.9%
重要給水施設配水管…82.8%

●水道料金等徴収業務の包括委託
や、配水管工事設計業務委託の
拡大など、民間活力を活用。

●スマホ決済での水道料金等の収
納を開始。

●太陽光発電設備による、収益の
確保や商用電力量の削減。

安全 強靱 持続

市債
19億9,060万円

繰入金
20億9,507万円

国庫支出金
6億4,821万円

諸収入
409万円

繰越金
3億1,378万円

管理費
11億2,752万円

建設費
19億4,383万円

公債費
27億1,306万円

便所水洗化費
1,170万円

諸費
1億2,339万円 歳入歳出差引額

4億6,094万円

は企業会計へ

国への返還金
277万円

いつでも安心して使える
水道水をお届けします

どんなときでも供給できる
強靱な水道を目指します

将来にわたり運営可能な
水道を目指します

※不足額は、23億9,395万円

は、減価償却費などの収益

的収支で内部留保された資

金で賄っています。


